
【機密性２】 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

 
四国の地域メディア連携懇談会の連
携テーマ（案）について 

令和元年12月3日 

四国地方整備局 水災害予報センター 

資料－３ 
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【機密性２】 
■地域メディア連携懇談会の三つの連携テーマ 

【目標】 

○「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェク
ト（H30年12月）」の取組みを、地域で議論し効果的に推進していく。 

○災害時に行政が発信する様々な情報を各メディアを通じて正確にかつ迅速にわ
かりやすく地域社会に伝え、的確な防災行動につなげるため、行政とメディアの連
携関係を構築し、様々な意見交換を実施する。 

Ⅰ．勉強会・講習会 

（意見交換の場） 

国・県・気象台とメディア
の双方向で自由な提案課
題やニーズに基づく勉強
会や意見交換会を実施。 

Ⅱ．映像情報配信 

（切迫感を伝える情報） 

切迫感を伝える映像情報
等の配信強化を目的とし
て具体的な取組みや連携
について意見交換を実施。 

Ⅲ．災害情報の報道連携 

（一斉配信ネットワーク） 

四国全域に緊急情報を一
斉に伝える報道連携の必
要性や具体的な対策につ
いて意見交換を実施。 

平常時からの意見交換の
場として継続的に開催。 

具体的な対策の実現に向けた意見交換のため、検討期間
を設定して開催。（例：令和2年度完了を目標） 
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【機密性２】 
■Ⅰ．勉強会・講習会（意見交換の場） 

 国・県・気象台とメディアの双方向で自由な提案課題やニーズに基づく勉強会や意
見交換会を実施。平常時から意見交換の場として継続的に開催。 

事例： 「情報共有プロジェクト」に関連した意見交換 
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【機密性２】 ■Ⅰ．勉強会・講習会（意見交換の場） 
事例： 提案課題やニーズに基づく勉強会・講習会等 

○各事務所等で実施している取組みを継続 

・国、県の管理河川の特徴 

・防災情報等のWEBコンテンツの利用方法 

・気象情報、防災情報 

・警戒レベル表示 

・その他意見交換 
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【機密性２】 
■Ⅱ．映像情報配信 

 切迫感を伝える映像情報等の配信強化を目的として、具体的な取組みや連携につ
いて意見交換を実施。国土交通省の取組みや社会実験等の紹介、メディア利用につ
いて意見交換を実施。 

事例： 「YouTube」からのリアルタイム映像配信 

○公式YouTubeアカウントより、各地方整備局管内の河川カメラ映像のライブ動画を配信。 

○住民に対して各河川の状況についてリアリティーのある映像を伝達。 

12月頃 
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【機密性２】 
■Ⅱ．映像情報配信 

事例： 「地域防災コラボチャンネル」からのリアルタイム映像配信 

○地域に密着したケーブルテレビを通じて、身近な河川の切迫した洪水映像等をリアルタイ 

ムで配信し、避難につながる情報を提供。（全国１８ケーブルテレビ事業者で社会実験） 
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【機密性２】 
■Ⅱ．映像情報配信 

事例： ライブ映像の提供による切迫感のある情報提供 

○ 国土交通省の河川CCTVカメラ映像をマスメディア・ネットメディアに提供。 

○ マスメディアでは、河川CCTVカメラのライブ映像を、切迫感がより伝わる報道に活用。 

○ ネットメディアでは、スマホアプリ・ウェブサイトにより、ライブ映像（静止画）を配信。 
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【機密性２】 
■Ⅱ．映像情報配信（河川監視カメラ整備） 

・河川映像をインターネットで配信する簡易型監視カメラ整備を本年度から実施中、２
年以内に整備完了予定。簡易型監視カメラは、①無線式と②有線式の２種類。 

・中小河川を中心に、洪水の危険性が高く近くに人家や重要施設がある箇所を中心
に設置予定。四国では、全体８２箇所（国管理：４５箇所、県管理：３７箇所）を予定。 

・「川の水位情報」、「川の防災情報」等を通じて、インターネット上で公開する。 

県管理
河川 

設置予
定数 

徳島県 １３ 

香川県 １０ 

愛媛県 １２ 

高知県 ２ 

合計 ３７ 

国管理
河川 

設置予
定数 

吉野川 １４ 

那賀川 ６ 

物部川 ２ 

仁淀川 １７ 

四万十川 １ 

肱川 １ 

重信川 ４ 

合計 ４５ 

四国管内の河川監視カメラ整備予定数 
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【機密性２】 
■Ⅲ．災害情報の報道連携 

 合同記者会見等の「人的被害ゼロ」を目指す事前広報の必要性の高まりから、４県
民放TVへの同時配信ネットワーク等、四国全域に緊急情報を一斉に伝える報道連
携の必要性や具体的な対策について意見交換を実施。 

事例： 「気象台との合同記者会見」による事前広報の配信 

○ 福岡管区気象台と九州地方整備局が共同で警戒を呼びかける記者会見を実施。 

○ 6月28日の会見直後、在福6テレビ局すべてが17～18時台のニュースで会見内容を放送
し、翌朝の朝刊でも新聞報道（2社）がなされ、迅速かつ広範囲の注意喚起を実現。 

【実施状況】 

6月28日、7月2日 九州（梅雨前線、台風5号） 

7月13日 四国（台風10号） 

7月15日 中国、近畿、北海道（台風10号） 
9 



【機密性２】 
■今後のスケジュール（案） 
・本日の第１回会議で、水害・土砂災害に関する取組みテーマを設定。 

・次回以降は、テーマ別会議により具体的な議論を実施。開催はメールにて通知する。 

・本省会議に関する情報は、テーマ別会議やメールにより参加機関と共有する。 

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 ・　・ ・　・ ３月

全体会議

■本省で実施する全体会議
での実施状況等に関する情
報共有。

■地域で取り組むテーマ、ス
ケジュール、及び参加機関へ
の連絡体制の確認。

テーマ会議

■平時からの住民等への周
知・啓発・訓練等による防災
力強化に関する連携方策の
調整。

■水害・土砂災害情報の提
供・伝達に関する取組状況の
共有。

■災害時における住民等へ
の効果的な情報伝達のため
の情報共有、連携方策の調
整。

■その他の関連した取組の
調整等、メディア連携協議会
において必要な事項。

令和元年度 令和２年度

地
域
メ
デ

ィ
ア
連
携
懇
談
会

（
県
単
位
開
催

）

四
国
地
方
会
議

「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災
害ハザード・リスク情報共有プロジェクト」

全体会議（国土交通本省）

【Ⅱ．映像情報配信（切迫感を伝える情報）】

・国土交通省の取組みや社会実験等の紹介、メディア利用について意見交換 （YouTubeからの炉有るタイム映像配信、Lアラートからの情報配信、地域コラボチャンネルなど）

【Ⅲ．災害情報の報道連携（一斉配信ネットワーク）】

・四国全域に緊急情報を一斉に伝える報道連携の必要性や具体的な対策について意見交換

４回程度／令和２年度の完了を目標に開催

２回程度／年の開催第１回

情
報
共
有

情
報
共
有

情
報
共
有

第１回

水害・土砂災害テーマ設定

（情報共有プロジェクト）

【Ⅰ．勉強会・講習会（意見交換の場）】

・事務所及び流域単位で実施する既存の勉強会、意見交換会

・情報共有プロジェクトに関連した意見交換会

・提案課題やニーズに基づく勉強会・講習会

２回程度／年の開催

・全体会議（国土交通本省）での実施状況等に関する情報は、テーマ別

会議、又はメールにより参加機関で共有を図る。
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